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施策重要
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国・県等の動向

外部意見
その他

少子・高齢化社会，人口減少時代の到来，中心市街地の活力の低下など，本市を取り巻く課題に効果的・効
率的に対応していくため，将来を見据えた持続可能な連携・集約型都市への転換が求められており，本市で
は，平成21年度に第2次宇都宮市都市計画マスタープランが改定され，ネットワーク型コンパクトシティの
形成に向け，地区計画導入や地籍調査事業など，地域特性に応じた土地利用の推進が求められている。その
中で，地籍調査事業においては，今年度，国の「第６次国土調査事業十箇年計画（案）」の策定に向けて進
めている状況である。また，県においても，財政上厳しい状況の中，必要な予算の確保に努めている。

・平成２１年第３回定例会において，「都市計画マスタープランの地域別構想」について，本市の目指す
ネットワーク型コンパクトシティの形成に向けた地域拠点や軸の配置等の取り組みについて質問があった。
・平成２２年１月の「峰地区まちづくり懇談会」において，「地籍調査の実施時期について，いつ頃実施す
るのか。」の意見があった。
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施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

地籍調査事業は，市民や事業者の円滑な土地利用や公共事業への有効活用に資する事業であり，今
後も事業の進捗に伴い，市民ニーズが高まると考えられる。しかし，調査面積が広大であり，事業
期間も長期に及ぶため，今後とも計画的・効率的に事業を進めていく。

都市計画マスタープランの改定に伴い，市民自らが地域資源を活用し，地域特性に応じたまちづく
りを推進するため，地区計画制度に関する説明会等を適宜開催し，地区計画の導入を図る。

重点事業

３　今後の取組方針

⑧取組の
考え方

見直し事業

本施策は，持続可能な連携・集約型都市の実現に向け，機能的で魅力ある都市空間の形成を図っていくためにも，地域の特性に応じた調和の取れたまちづくりが効果的であり，その必要性も高い。
また，今後も計画的・効率的な事業の執行を図り，地域特性に応じた土地利用を推進するため，地籍調査事業や地区計画制度の活用を継続する。

土地利用を推進するためにも，地籍調査事業は，市民生活や公共事業に有効活用が図られる事業であることから，事業の進捗に合わせて市民ニーズも高まることが想定されるため，今後も計画的に
推進する。

地籍調査事業は調査面積が広大であり，事業期間が長期に及ぶため，市民や事業者の理解を得るとともに，必要な予算の確保が必要である。
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都市計画マスタープランの改定は平成21年度に終了し，今後はネットワーク型コンパ
クトシティの実現化に向けた具体的な施策を構築していく。また，地籍調査事業の活
動指標の目標値も達成しており，地域特性に応じた土地利用が進んでいる。
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施　策　カ　ル　テ
１　施策の位置付け

２　施策の現状と達成状況，課題の抽出

４　施策を構成する事務事業一覧

地域特性に応じた土地利用の推進

②施策目標

担当課 都市計画課

総合計画
　政策の柱

政策目標
（基本施策目標）

市内のそれぞれの地域が，その特性に応じた個性や魅力，都
市機能を備え，コンパクトで調和のとれた都市空間が形成さ
れています。

「機能的で魅力のある都市空間を形成する」ため，調和のとれたまちをつくるための「地域特性に応じた土地利用
の推進」，各地域の機能・役割の明確化と機能連携・補完のための「都市機能の適正配置と機能間連携の推進」，
機能性が高くコンパクトなまちをつくるための「地域特性を生かした魅力ある拠点の形成」，都市の快適性の向上
のための「緑と憩いの拠点づくりの推進」，良好な景観形成のための「都市景観の保全・創出」に重点的に取り組
みます。

都市のさまざまな活動を支える都市基盤の機
能と質を高めるために

政策名
（基本施策

名）
機能的で魅力ある都市空間を形成する

取組の
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●

地籍調査事業においては，調査面積が広大であり，長期に及ぶが，地域特性に応じた
土地利用に帰するため，事業の計画的・効率的な執行を図っている。●

減少している
説
明

成熟化社会における市民の価値観の多様化に伴い，地域におけるまちづくりに対する
意識の高揚が見られる。また，持続可能な連携・集約型都市の実現に向け，地域特性
に応じた土地利用を推進する必要性は高い。

不十分な事業が
複数ある

説
明

⑨政策評価
会議意見

不十分である
説
明

地区計画導入は，地域特性に応じた土地利用が進むことから，機能的で魅力のある都
市空間の形成に効果的である。

・地区計画の導入及び地籍調査事業は，持続可能な連携・集約型都市の実現に向け，機能
的で魅力ある都市空間の形成を図っていくために効果的である。今後も計画的な事業の執
行を図り，地域特性に応じた土地利用を推進するためにも地区計画の導入地区数の増加及
び地籍調査事業の調査面積の拡大を図る必要がある。

● 十分である
やや不十分であ
る

十分である
不十分な事業が
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担当課 4.025 3.975
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地籍調査事業
宇都宮市域に存する土
地所有者及び管理者
（土地改良事業・土地
区画整理事業実施区域
等を除く）

H12

地籍調査課

40

地籍調査実施面積（K㎡) A171,119
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の回数（回）

都市計画課
市民・事業者 H元
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今後の地域特性に応じた土地利用の推進を図るうえで，都市計画マス
タープランの改定が終了し，また，地区計画の導入や地籍調査事業が
計画どおり進んでいる。

本施策の事務事業により地域特性に応じた土地利用を推進していくた
めには，土地利用の適正化が必要であり，調和の取れたまちづくりが
必要である。そのためにも，ネットワーク型コンパクトシティの実現
化に向けた具体的な施策を構築する必要がある。また，地域特性を踏
まえた拠点の形成を図り，持続可能な連携・集約型都市の実現に向
け，機能的で魅力ある都市空間の形成を図っていく必要がある。
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指標③

土地利用の適正化や土地活用の円滑化により地域の特性と調和した適性な土地利用が行われています。
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公共施設受入れ事業を開始してから相当の期間を要しているため，開発事業者の倒産や権利者の死
亡等により，権利関係が複雑化及び煩雑化している。しかし，円滑な土地利用を図るためには，今
後とも市民や事業者が安心して道路等の公共施設を利用することができるように計画的・効率的に
事業を進めていく。
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4

市民・事業者 H19

基礎調査項目数（項目）

都市計画マスタープラン改定業務の
進捗状況

S48
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9,0095,975

11,493 2,183

2,415 1,785
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終了

本調査は，人口規模，市街地面積及び土地利用等の現況や将来の見通しを調査するもので，地域の
特性や課題を把握し，今後の用途見直し等を行う場合に活用するものであるが，今後も地域特性に
応じた土地利用を推進するうえで，都市形成の状況を的確に把握し，規制誘導による土地利用を推
進していく。

都市計画マスタープランの策定業務が終了したことから，今後はネットワーク型コンパクトシティ
の実現化に向けた具体的な施策を構築していく。

公共施設等の受入れ事業
開発許可により設置さ
れた公共施設の土地登
記名義人及び抵当権設
定者

H5
都市計画課 72 82

公共施設等の受入れ権利数（件）
150

184,096

全体構想 地域別構想

施　策　事　業　費　合　計 299,724

都市計画課担当課

都市計画マスタープランの改定業務

都市計画基礎調査
市民・事業者

担当課 都市計画課

担当課
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